


























































平成３０年度地域包括支援センター活動計画の進捗状況等（抜粋） （平成３０年度９月末現在） 

１ 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務
研修参加回数 個別ケア会議

(年間計画回数)

圏域ケア会議
(年間計画回数)

認知症初期集中支援 
事業事例提出件数

認知症サポーター 
養成講座開催数

その他認知症 
施策の推進

自己評価（評価・課題など） 

しろやま 17回 0 回 
(必要に応じて)

2 回 
(必要に応じて)

2 件   ・職員の資質向上を図るため、積極的に研修へ参加 
・地域住民の実態を把握するため、地域の会合等へ参加し、講師も引受 
・自立支援ケア会議にモデル地区として参加

はくおう 36回 3 回 
(6 回) 

0 回 
(3 回) 

   ・研修の参加により職員の資質向上 
・パンフレットの活用や地域活動への参加により、地域包括支援センターを周知 

じょうなん 9 回 2 回 
(6 回) 

0 回 
(1 回以上) 

  ・認知症の講話を
実施 2 回 

・研修は無理のない範囲で参加し、センター内で情報共有 
・個別ケア会議の開催回数は少ないが、ケースの進捗に合わせそれに準ずる会議を開催 

はくさん 16回 2 回 
(6 回) 

0 回 
(2 回) 

 2 回  ・職員の資質向上を図るため、積極的に研修へ参加 
・ケア会議は定期的に開催できていないが、地域性のある事例は専門家や住民と検討し地域
課題を抽出

ひがしとみず 33回 1 回 
(5 回) 

1 回 
(2 回) 

   ・圏域ケア会議を上半期に開催し、包括として活動すべきことを把握 
・自立支援ケア会議にモデル地区として参加 

とみず 11回 1 回 
(6 回) 

0 回 
(2 回) 

 1 回  ・前期は職員の交代による引き継ぎや継続している困難ケースなどの対応に追われた 
・民生委員との交流を密にし、ケースの情報交換や相談対応を実施 

さくらい 13回 3 回 
(7 回) 

0 回 
(1 回) 

  ・サロンでコグニ
サイズを披露 

・職員の資質向上を図るため、積極的に研修へ参加 
・個人情報の管理や情報共有を徹底 
・地域ケア会議に専門職を呼び、新たな支援体制を確立

さかわ こやわた・ふじみ 8 回 3 回 
(6 回) 

0 回 
(2 回) 

1 件   ・開設当初から業務に追われ研修の参加頻度が少なかった 
・地域の自治会、民生委員との係わりは増えてきているが十分ではない 

しもふなか 18回 2 回 
(7 回) 

0 回 
(1 回) 

2 件 2 回 ・認知症カフェで
ブース開設 

・職員の資質向上を図るため、積極的に研修へ参加 
・「しもふなかコンパス」は地域の関係者が自由に意見交換を行い、協働で活動しており、地
域包括ケア推進体制の整備、認知症施策の推進など、有効に運営

とよかわ・かみふなか 14回 1 回 
(3 回) 

0 回 
(2 回) 

  ・サロンで認知症
の講話を実施 

・高齢者虐待のケースについて地域ケア会議を開催し、関係機関との関係を強化 
・民生委員の会議へ出席し要望を聴取しているが、十分に聴取できているとは言えない 

そが・しもそが・こうづ 7 回 3 回 
(5 回以上) 

1 回 
(1 回以上) 

  ・認知症カフェで
ブース開設 

・個人情報の取扱いについて新たなルールを設け、情報漏えいを防止 
・地域のサロン、認知症カフェなど地域活動へ積極的に参加・協力 
・依頼が直近であったため小学生向け認知症サポーター養成講座の要請に応えられなかった

たちばな 17回 2 回 
(4 回) 

0 回 
(2 回) 

 1 回  ・橘北地区まちづくり委員会 福祉、健康づくり分科会の一員となり、下中老人憩いの家で
相談窓口を月１回開催 

・認知症講話会の小中学校開催が課題

資料３ 



２ 総合相談支援業務 ３ 権利擁護業務
自己評価（評価・課題など） 自己評価（評価・課題など）

しろやま ・包括支援センターの知名度が向上し、相談ケースが増加 
・圏域内に担当する自治会連合会が多く、業務負担が大きい 

・「終活」をテーマとした講話に興味を示す住民が増加 
・ファイナンシャルプランナーの知識を要する相談もあり、法テラス等必要な機関へ紹介できる
よう連携研鑽していく

はくおう ・相談件数増加、新規事業の開始に伴い既存ケースの実態把握を圧迫 
・制度の狭間の対応等、対応範囲を超えた相談の増加 

・高齢者虐待ケースについては関係機関と連携し迅速に対応 
・法律専門職との連携による成年後見制度の利用支援 
・消費者被害などの講話を実施

じょうなん ・地域活動への参加を通した関係づくり 
・湘南医療大学の介護予防プログラムに協力 

・権利擁護の講話などを実施 
・一人暮らしや経済困窮などの問題については法律専門職との連携により迅速に対応 
・家族の支援拒否ケースの増加や保証人確保困難ケースへの対応方法の検討が必要

はくさん ・相談や支援を「待つ」から「声をかける」体制へ心掛ける 
・地域内の関係者との日頃からの連携し、柔軟に相談支援業務が始まるよう心掛ける 

・権利擁護についての積極的な啓蒙活動を行う 
・高齢者虐待に対する関係機関と連携し、迅速に細やかな対応を心掛ける 

ひがしとみず ・民生委員と連携し高齢者支援にあたっている（同行訪問等） ・成年後見制度の相談が増加、的確な対応に向け、制度の勉強や市や他包括の社会福祉士と連携
を進める 

とみず ・相談件数が増加傾向にあり、包括支援センターの知名度が上がっていると実感 ・高齢者虐待ケースへ関係者と連携し対応 
・社会福祉士以外の職員も権利擁護に関する知識の習得が必要 

さくらい ・75歳以上高齢者宅への個別訪問による早期支援の実施 
・サロンや地域の会合に出席し、民生委員、自治会役員、ボランティアとの連携を強化 

・法律専門職とのネットワークを構築し、個別ケア会議への出席依頼、ケース相談を実施 

さかわ こやわた・ふじみ ・実態把握は、民生委員等からの情報提供によるものが中心 
・積極的な実態把握ができていないことが課題 

・高齢者虐待ケースへのスムーズな対応が課題 

しもふなか ・総合相談者、要支援認定者の個別訪問による実態把握 
・民生委員を中心とした地域と連携 

・圏域内で発生した消費者被害等を未然に防止 
・地域における権利擁護の周知、法律専門家との連携を進めたい 

とよかわ・かみふなか ・民生委員やボランティア等との連携強化により、高齢者の実態を把握 
・市営住宅へのアプローチ強化が必要 

・権利擁護に関する講座の積極的な開催が必要 
・高齢者虐待ケースへ迅速に対応 

そが・しもそが・こうづ ・包括かわら版を作成し、包括の活動や地域とのかかわりを周知 
・サロン、地域住民の集いに参加し、相談、情報提供の実施 

・権利擁護が必要なケースへの包括内での検討、市への報告を迅速に実施 

たちばな ・独自の地域包括支援センターのリーフレットの全戸配布、顔の見える場での役割の説明による
知名度の向上 

・市への速やかな高齢者虐待（疑い含む）事例の報告、関係機関との連携 
・地域サロン等での定期的な高齢者虐待防止と成年後見制度の説明 



４ 包括的・継続的ケアマネジメント業務 ５ 介護予防ケアマネジメント業務
自己評価（評価・課題など） 自己評価（評価・課題など）

しろやま ・予防プランの再委託を受ける居宅介護支援事業所が少なく、限られたケアマネジャーとの連携に
とどまる 

・包括主催のサロン活動は定期的に開催しているが、地域資源の開発に至らず

・社会資源が恵まれた地域であるため、住民主体型サービス提供者が立ち上がりにくく、国基準型
サービスの利用が大半 

はくおう ・地域の情報を収集し、集約に向けて準備 
・地域のボランティアを積極的に活用 
・圏域ケア会議については、地区社協や民生委員と調整中

・住民主体型サービス事業所は、職員不足による休止が多く利用に結びつかなかった 

じょうなん ・地域の居宅介護支援事業所と連携を図り、ケアマネジャーの状況を把握 
・入退院等生活環境の変化を伴うケースに対し、医療機関や施設等との連携に努める 

・風祭地区で、通所型サービス（短期集中型）参加者による自主グループの立ち上げを支援 

はくさん ・様々な活動の企画、参加を通じ地域の情報収集を心掛ける 
・地域課題の掘り起こし、地域課題について関係者と検討する場を企画したい 

・切れ間の無いケアマネジメント支援ができるよう、地域包括支援センターによる各種機関との連
携体制を構築し、自立支援の視点を持ったケアマネジメントを心掛ける 

ひがしとみず ・同行受診時に主治医から聞き取りを行うなど医療機関との連携を意識して活動できた 
・民生委員等と良好な関係を構築できた 

・総合事業や障害サービスの知識を深めることが課題 

とみず ・関係機関や病院との連携を数多く実施 ・自立支援型ケアマネジメント研修に参加し、適切なケアマネジメントの実施、サービス提供に向
け学習 

さくらい ・高齢者が望む生活が送れるよう、関係機関等と連携、支援体制を構築していきたい ・事業対象者への移行や状態変化による介護申請等、的確な状態把握と予後予測のスキル向上が必
要 

・障がいサービスから介護保険へ移行する際の関係者間の連携強化、制度への理解が必要
さかわ こやわた・ふじみ ・地域の社会資源については全体の把握ができていない ・利用者に合わせたサービス提供に向け、事業所の特徴把握が課題 

しもふなか ・困難事例に関し、個別ケア会議の提案を行うが、ケアマネジャーが消極的なため開催に至らない
ケースがある 

・自立支援ケア会議での専門多職種から出る多角的な意見が参考となった 
・自立支援の視点での関係機関との連携が課題 

とよかわ・かみふなか ・上府中地区の資源開発を地域住民と共に実施 
・収集した情報の整理、連携体制の構築が課題 

・地域活動に協力的な事業所との連携強化を進める 
・総合事業や地域にあるインフォーマルサービスの活用を視野に入れ、自立・予防に重点を置いて
係わりを続けていく

そが・しもそが・こうづ ・圏域内に担当する自治会連合会が多く、業務負担が大きい 
・地域特性の把握は地域資源だけでなく、危険個所や避難ルートも把握 
・地域のサロン活動が自主活動として継続できるよう支援

・短期集中型サービス終了者の大半が国基準型サービスを希望しており、基準緩和型サービスへの
移行が課題。 

・ケアプラン点検を受けるだけでなく、職員間で内部点検を実施
たちばな ・介護支援専門員への支援回数が多くなっており、相談しやすい環境が整っている ・地域のインフォーマルサービスの利用等、地域のつながり強化が課題 
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地域包括支援センターの機能強化について 

１ 背景 

地域包括支援センターは、包括的支援事業や介護予防ケアマネジメント等の実施を通じて、
地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、高齢者福
祉の向上を包括的に支援することを目的としており、今後、地域包括ケアシステムの深化を推
進していく上で、その機能強化は重要な課題である。 
現在、地域包括支援センターについては、業務負担が過大となっていることから配置人数の
増員の要望があり、具体的に、負担が大きい業務として、総合相談支援業務や指定介護予防支
援などが挙げられている。 
地域包括支援センターが、その機能を適切に発揮していくためには、適正な人員配置などの
対応が必要である。 

２ 運営状況 

（１）相談件数の推移 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
新規相談件数（件） 2,222 2,272 2,760 3,262
相談延べ件数（件） 5,334 7,201 8,772 11,377

（２）要支援者等の介護予防ケアプラン作成 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
介護予防サービス計画原案作成（件） 2,429 2,342 1,432 1,608
介護予防支援計画作成（介護予防事業）（件） 189 166 ‐ ‐
介護予防ケアマネジメント（件） ‐ 335 1,890 1,930
うち介護予防ケアマネジメントＡ（件） ‐ 335 1,791 1,766
うち介護予防ケアマネジメントＢ（件） ‐ 0 99 160
うち介護予防ケアマネジメントＣ（件） ‐ 0 0 2

合計（件） 2,618 2,843 3,322 3,538

（３）ケアマネジャー支援 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
ケアマネジャー相談件数（件） 70 239 348 638
サービス担当者会議開催支援（件） ‐ 86 28 55

資料４ 
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（４）地域ケア会議 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
個別ケア会議（回） 6 19 35 53
開催した包括支援センター数（箇所） 4 7 8 12

圏域ケア会議（回） 0 1 11 21
開催した包括支援センター数（箇所） 0 1 8 12

※平成 30年７月から自立支援ケア会議を開始。 

３ 機能強化（案） 

（１）適正な人員配置 

高齢者人口の増加に伴う相談件数や介護予防ケアマネジメント件数の増加の他、地域ケア会
議など業務が増加している。こうした業務負担を減らし、総合相談支援や自立支援に向けた取
組を推進していくため、現状の専門職３名に加え、１名増員する。 
（1）保健師その他これに準ずる者 
（2）社会福祉士 
（3）主任介護支援専門員 
（4）（1） （3）の専門職、又は、介護支援専門員 

（２）相談窓口機能の強化 

家族介護者の利便性の向上や介護離職を防止する観点から、働きながら介護に取り組む家族
や、今後の仕事と介護の両立不安や悩みを持つ家族に対する相談支援の充実強化が一層求めら
れていることから、地域包括支援センターの土曜日の開所を実施する。 
【現状】 
開所日 月曜日から金曜日
閉所日 土曜日、日曜日、祝日、年末年始 

【変更案】 
開所日 月曜日から土曜日
閉所日 日曜日、祝日、年末年始 
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４ その他 

（１）三職種に準ずる者の取扱い 

【現状】 
地域包括支援センターには、包括的支援事業を適切に実施するため、原則として①保健師、
②社会福祉士、③主任介護支援専門員を置くこととする（施行規則第 140 条の 66 第１号イ）。 

しかしながら、三職種の確保が困難である等の事情により、この人員によりがたい場合には、
これらに準ずる者として、以下に掲げる者を配置することもできることとされている。 

① 保健師に準ずる者として、地域ケア、地域保健等に関する経験のある看護師。なお、「経
験のある看護師」には准看護師は含まないものとする。 

② 社会福祉士に準ずる者として、福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以上又は介護支
援専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援助業務に３
年以上従事した経験を有する者。 

③ 主任介護支援専門員に準ずる者として、「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実
施及び推進について」（平成 14 年４月 24 日付け老発第 0424003 号厚生労働省老健局長
通知）に基づくケアマネジメントリーダー研修を修了し、介護支援専門員としての実務経
験を有し、かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する
知識及び能力を有している者。 

【平成 31年度以降】 

平成３０年度地域支援事業実施要綱の改正（平成３０年５月１０日老発０５１０第３号）に基

づき、次のとおり変更する。 

保健師に準ずる者・・・上記①かつ、高齢者に関する公衆衛生業務を１年以上有する者とする。 

※社会福祉士に準ずる者、主任介護支援専門員に準ずる者については、将来的に社会福祉士、

主任介護支援専門員を配置する。 

（２）小田原市の三職種に準ずる者の配置状況 

保健師 ３人 保健師に準ずる者 ９人
社会福祉士 １２人 社会福祉士に準ずる者 ０人
主任介護支援専門員 １２人 主任介護支援専門員に準ずる者 ０人

平成30年 10月末現在 



1 

介護保険の実績（平成 27 年度から平成 29 年度まで）

１ 要支援・要介護認定者数 

（１） 要支援・要介護認定者の状況：各年度１０月１日現在          （単位：人） 

年度 区分 
要支援 要介護 

計 
前年度比 

1 ２ １ ２ ３ ４ ５ 計画比 

平成 27 年度 
計画値 1,355 837 2,043 1,362 1,237 1,119 713 8,666 99.0%

実績 1,236 845 2,107 1,352 1,130 1,171 738 8,579 103.6%

平成 28 年度 
計画値 1,455 831 2,166 1,415 1,321 1,114 720 9,022 95.7%

実績 1,205 814 2,207 1,385 1,160 1,140 720 8,631 100.6%

平成 29 年度 
計画値 1,563 827 2,296 1,471 1,412 1,122 727 9,418 96.0%

実績 1,238 923 2,368 1,422 1,197 1,192 697 9,037 104.7%

※実績は介護保険事業状況報告（月報）による。 

※計画値は第６期おだわら高齢者福祉介護計画による。 

資料５ 
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２ 介護サービスの利用状況 

（１）介護サービス別受給者数 

ア 居宅(介護予防)サービス受給者数（月平均）            （単位：人） 

年度 
要支援 要介護 

計 前年度比 
1 ２ １ ２ ３ ４ ５ 

平成 27 年度 728.8 598.2 1,621.6 1,071.0 713.2 599.2 337.1 5,669.1 102.2%

平成 28 年度 384.4 351.3 1,728.6 1,091.5 749.0 594.3 347.4 5,246.5 92.5%

平成 29 年度 403.5 433.4 1,900.5 1,123.1 760.8 608.2 337.5 5,567.0 106.1%

※介護保険事業状況報告の数値を基に算出  

イ 地域密着型(介護予防)サービス受給者数（月平均）           （単位：人） 

年度 
要支援 要介護 

計 前年度比 

1 ２ １ ２ ３ ４ ５ 

平成 27 年度 3.6 6.5 117.9 123.1 102.4 82.7 43.6 479.8 105.4%

平成 28 年度 1.2 8.5 501.8 361.8 236.6 146.3 74.6 1,330.8 277.4%

平成 29 年度 5.2 9.8 652.3 404.9 265.9 174.3 83.9 1,596.3 120.0%

※介護保険事業状況報告の数値を基に算出 

ウ 施設サービス受給者数（月平均）             （単位：人） 

年度 介護老福祉施設 介護老保健施設 介護療養型医療施設 計 前年度比 

平成 27 年度 672.5 547.3 30.8 1,250.6 106.1%

平成 28 年度 688.0 551.4 29.8 1,269.2 101.5%

平成 29 年度 699.3 559.0 12.7 1,271.0 100.1%

※介護保険事業状況報告の数値を基に算出
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（２）介護保険事業計画との比較 

サービスの種類 

区分 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画値 
年間 

実績 
計画比 計画値 

年間 

実績 
計画比 計画値 

年間 

実績 
計画比 

居
宅
サ
ー
ビ
ス

訪問介護 
介護 回/年 213,320 206,268 96.7% 222,005 215,719 97.2% 231,794 218,007 94.1%

予防 人/月 478 328 68.6% － 50 － － 3 －

訪問入浴介護 
介護 回/年 12,792 10,106 79.0% 12,816 9,370 73.1% 12,972 9,592 73.9%

予防 回/年 24 0 0.0% 24 52 216.7% 24 57 237.5%

訪問看護 
介護 回/年 50,928 39,018 76.6% 56,196 45,934 81.7% 61,344 49,349 80.4%

予防 回/年 2,508 1,549 61.8% 2,700 2,181 80.8% 2,940 3,351 114.0%

訪問リハビリテーショ

ン 

介護 回/年 2,606 4,468 171.5% 2,610 4,510 172.8% 2,628 3,781 143.9%

予防 回/年 310 158 51.0% 314 431 137.3% 319 600 188.1%

居宅療養管理指導 
介護 人/年 18,157 17,280 95.2% 20,269 18,954 93.5% 22,081 22,358 101.3%

予防 人/年 1,089 811 74.5% 1,247 699 56.1% 1,405 903 64.3%

通所介護 
介護 回/年 261,924 264,074 100.8% 163,284 169,032 103.5% 177,108 161,261 91.1%

予防 人/月 830 591 71.2% － 15 － － 0 －

通所リハビリテーショ

ン 

介護 回/年 34,152 37,374 109.4% 34,284 37,873 110.5% 34,452 51,372 149.1%

予防 人/月 147 135 91.8% 148 128 86.5% 147 117 79.6%

短期入所生活介護 
介護 日/年 80,880 56,303 69.6% 83,964 56,608 67.4% 86,794 57,333 66.1%

予防 日/年 1,272 947 74.4% 1,404 1,007 71.7% 1,500 991 66.1%

短期入所療養介護 
介護 日/年 4,608 4,171 90.5% 4,644 4,124 88.8% 4,704 3,517 74.8%

予防 日/年 60 33 55.0% 60 8 13.3% 60 0 0.0%

特定施設入居者生活介

護 

介護 人/月 627 562 89.6% 696 559 80.3% 773 593 76.7%

予防 人/月 98 87 88.8% 109 83 76.1% 121 98 81.0%

福祉用具貸与 
介護 人/月 2,109 2,285 108.3% 2,216 2,423 109.3% 2,324 2,578 110.9%

予防 人/月 385 443 115.1% 408 498 122.1% 432 625 144.7%

特定福祉用具購入 
介護 人/年 576 539 93.6% 612 527 86.1% 648 505 77.9%

予防 人/年 204 158 77.5% 216 194 89.8% 228 221 96.9%

住宅改修 
介護 件/年 420 442 105.2% 444 453 102.0% 468 453 96.8%

予防 件/年 288 207 71.9% 312 215 68.9% 336 229 68.2%

居宅介護支援・介護予防支援
介護 人/月 3,557 3,599 101.2% 3,730 3,751 100.6% 3,863 3,916 101.4%

予防 人/月 1,410 1,167 82.8% 971 626 64.5% 999 742 74.3%

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

定期巡回･随時対応型 

訪問介護看護 
介護 人/月 32 20 62.5% 53 27 50.9% 64 42 65.6%

夜間対応型訪問介護 介護 人/月 55 45 81.8% 55 38 69.1% 55 40 72.7%

認知症対応型通所介護 
介護 回/年 4,920 4,045 82.2% 5,340 3,414 63.9% 5,676 4,818 84.9%

予防 回/年 0 0 － 0 94 － 0 34 －

小規模多機能型 

居宅介護 

介護 人/月 116 90 77.6% 136 98 72.1% 164 113 68.9%

予防 人/月 2 0 0.0% 3 8
266.7%

4 15 375.0%

認知症対応型 

共同生活介護 

介護 人/月 291 288 99.0% 299 276 92.3% 306 279 91.2%

予防 人/月 0 0 － 2 0 0.0% 2 1 50.0%

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
介護 人/月 0 4 － 6 4 66.7% 6 3 50.0%

看護小規模機能型 

居宅介護 
介護 人/月 ― ― － 15 0 0.0% 20 0 0.0%

地域密着型通所介護 介護 回/年 ― ― － 124,440 111,961 90.0% 134,976 129,012 95.6%

施
設

介護老人福祉施設 介護 人/月 700 673 96.1% 707 702 99.3% 790 718 90.9%

介護老人保健施設 介護 人/月 580 547 94.3% 585 561 95.9% 592 580 98.0%

介護療養型医療施設 介護 人/月 35 31 88.6% 33 30 90.9% 31 11 35.5%

※計画値は、第６期おだわら高齢者福祉介護計画による。 

※年間実績は、国保連介護給付費等請求額通知書を基に算出
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（３）保険給付額                  （単位：円） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

当初予算額 決算額 当初予算額 決算額 当初予算額 決算額 

介護サービス等給付費 12,493,062,000 11,706,610,091 12,880,145,000 12,002,015,642 13,152,871,000 12,457,765,211

居宅介護サービス等 7,134,302,000 6,725,149,960 5,571,333,000 6,138,934,420 6,604,230,000 6,269,572,553

施設介護サービス等 4,099,448,000 3,826,075,738 4,847,028,000 3,894,011,884 4,219,042,000 3,926,976,180

地域密着型サービス等 1,259,312,000 1,155,384,393 2,461,784,000 1,969,069,338 2,329,599,000 2,261,216,478

介護予防サービス等給付費 725,625,000 546,135,303 300,479,000 233,284,630 293,329,000 275,445,545

介護予防サービス等 720,010,000 536,671,980 283,024,000 223,860,626 281,949,000 260,854,051

地域密着型介護予防 

サービス等 
5,615,000 9,463,323 17,455,000 9,424,004 11,380,000 14,591,494

高額介護サービス等費 255,478,000 271,814,219 364,396,000 310,761,585 378,667,000 318,925,497

高額介護サービス等費 228,950,000 239,375,921 308,692,000 276,504,402 330,181,000 278,374,015

高額医療合算介護 

サービス等費 
26,528,000 32,438,298 55,704,000 34,257,183 48,486,000 40,551,482

特定入所者介護サービス等費 327,469,000 338,539,215 396,159,000 338,555,672 360,984,000 326,758,800

審査支払手数料 9,730,000 8,177,147 8,285,000 8,577,979 9,228,000 9,102,656

計 13,811,364,000 12,871,275,975 13,949,464,000 12,893,195,508 14,195,079,000 13,387,997,709


